
４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化

（幹事機関：東海総合通信局・国土地理院中部地方測量部）



・



東海総合通信局



１ 災害時の通信手段の強化（東海地方非常通信協議会） 
２ 放送ネットワークの強靱化 
３ 非常災害時の衛星携帯電話等の貸出 

（１） 情報通信基盤の耐災害性の強化 

（２） 情報伝達の多層化・充実 

１ 公共的な防災拠点におけるWi-Fi環境整備の促進 
２ ＦＭ補完放送局の導入 
３ 臨時災害ＦＭ放送局の周知 
４ Ｌアラートの運用強化 
５ 防災行政無線の導入 

※災害発生時においても、通信手段を喪失しないための取組 

※災害発生後における、情報発信手段の多様化を図る取組 

【目的】 

情報通信基盤の耐災害性の強化、情報伝達の多層化・充実、 
情報共有の強化を図る。 

大規模災害の発生時においても、防災関係機関間での情報伝達及び住民に対する情報発信のための情報通
信基盤の喪失を防ぎ、スムーズで切れ目のない情報の流通を可能とするため、災害時の通信手段の強化及び
放送ネットワークの強靱化に対する支援を行い、情報通信基盤の強化を目指す。 

大規模災害の発生時においても、住民に対する情報伝達が途絶しないよう、観光・防災Wi-Fiステーション及びＦ

Ｍ補完放送局の整備導入の支援並びに防災行政無線のデジタル化、臨時災害ＦＭ放送局の周知及びＬアラー
トの運用強化に向けた働きかけを行い、情報伝達の多層化・充実を目指す。 1 



現在の取組状況－１ 

１ 災害時の通信手段の強化（東海地方非常通信協議会） 

 東海地方非常通信協議会では、地震等の非常事態が発生した場合に、人命救助等に必要な情報通信の円
滑な運用を図ることを目的として、非常通信ルートの整備、非常通信訓練、無線局等の運用体制・設備等につ
いての総点検を実施している。 

２ 放送ネットワークの強靱化 

 東海地域の放送事業者7社と有線放送事業者1社に対して、被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の
確保に不可欠な情報を確実に提供することができるよう、放送ネットワークの強靭化の支援を実施した。 
 

３ 非常災害時の衛星携帯電話等の貸出 

 平成28年4月に発生した熊本地震では、災害対策用移動電源車の被災地への派遣、衛星携帯電話の防災関
係者への貸出しを実施した。 
 また、地方公共団体が実施する総合防災訓練においては、災害対策用移動電源車の搬送・接続訓練を実施
している。 

（１） 情報通信基盤の耐災害性の強化 ※災害発生時においても、通信手段を喪失しないための取組 
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１ 公共的な観光・防災拠点におけるWi-Fi環境整備の促進 

 防災や観光の拠点における住民の情報収集や来訪者等の利便性を高めるため、公衆無線ＬＡＮ環境の整備
を実現する地方公共団体等への支援を行うもので、地方公共団体3団体に対して支援を実施した。 

２ ＦＭ補完放送局の導入 

 平時や災害時において、国民に対する放送による迅速かつ適切な情報提供手段を確保するため、難聴地域
を抱えるＡＭラジオ放送事業者2社に対して支援を実施した。 

３ 臨時災害ＦＭ放送局の周知 

 地震・風水害等により甚大な被害に遭われた市町村等からの申請により、遭難情報、道路状況、交通情報、
停電情報等の生活関連情報を提供する臨時災害FM放送局が臨機の措置により免許される制度について、機
会を捉え周知を行っている。 

４ Ｌアラートの運用強化 

 東海総合通信局では、「東海地域Ｌアラート推進連絡会」と連携して運用強化を図っている。 
 総務省では、Ｌアラートの高度利用を図るための調査研究を行っており、また、平成29年度からはＧ空間情報
を含めた利活用の推進を行う予定となっている。 

（２） 情報伝達の多層化・充実 ※災害発生後における、情報発信手段の多様化を図る取組 

現在の取組状況－２ 

3 

５ 防災行政無線の導入 
 防災行政無線は、伊勢湾台風などの過去の大規模災害を教訓として地方自治体に整備されてきており、平成
１３年度からは、画像伝送などの、より多様化・高度化するニーズに応えて、今までのアナログ方式からデジタ
ル方式へと移行が図られている。 
 東海総合通信局では、デジタル化の推進を図るため、様々な機会をとらえて働きかけを行っている。 



今後の予定 

（１） 情報通信基盤の耐災害性の強化 ※災害発生時においても、通信手段を喪失しないための取組 

１ 災害時の通信手段の強化（東海地方非常通信協議会） 

２ 放送ネットワークの強靱化 

３ 非常災害時の衛星携帯電話等の貸出 

 大規模災害発生後の被災地の通信の確保と被災した通信施設の早期復旧にかかる諸課題の解決のため、
地方公共団体と電気通信事業者間の体制整備を図る 
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４ 地方公共団体と電気通信事業者間の協力、連携を円滑に進めるための体制整備 

１ 公共的な観光・防災拠点におけるWi-Fi環境整備の促進 

（２） 情報伝達の多層化・充実 ※災害発生後における、情報発信手段の多様化を図る取組 

２ ＦＭ補完放送局の導入 

３ 臨時災害ＦＭ放送局の周知 

４ Ｌアラートの運用強化 

５ 防災行政無線の導入 

５ 臨海地域における災害時の通信手段の確保に関する調査検討 
 臨海地域における災害時の復旧・継続に必要となる無線通信システムについて検討を行う 



（１） １ 災害時の通信手段の強化（東海地方非常通信協議会） 

【目的】 
電波法第７４条の規定に基づき、地震、台風、洪水、雪害、その他非常事態が発生した場合に、人命救助、災害の救援、
交通通信の確保又は、秩序の維持のために必要な情報通信の円滑な運用を図ることを目的としています。 
【構成】 
防災関係の国の機関、管内の各県、市長会、町村会、電気通信事業者、放送事業者、ライフライン関係事業者等１５８
団体（平成２９年３月３１日現在）で構成しています。 
【主な活動】 
①非常通信ルートの整備、②全国非常通信訓練、③東海地方非常通信協議会独自の非常通信訓練、④無線局等の運
用体制・設備等についての総点検などが主な活動です。    
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（１） ２ 放送ネットワークの強靱化 

 ※放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、
緊急地震速報設備等の整備費用 

  

本
社

送信所

災害情報の
迅速・正確な伝達

放送メディア

予備送信設備、災害対策補完送信所、緊急地震速報設備等の整備を促進

放送施設の
災害対策強化

緊急地震速報 緊急警報放送

予備送信設備

災害対策補完送信所 等 等

国民の生命・財産の確保に不可欠な情報の確実な提供

予備電源設備

住
民 ケーブルテレビ幹線の

２ルート化等

    

  

  

【加入者宅】 

          
  

【公民館】 
  

  

  

  

  

  

  

【加入者宅】 

２ルート化 

放送ネットワーク整備事業 地域ケーブルテレビネットワーク整備事業 

 ※ケーブルテレビ幹線の２ルート化等の整備費用の
一部を補助 

 被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、災害発生時に地域にお
いて重要な情報伝達手段となる放送ネットワークの強靱化を実現するものです。 
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（１） ３ 非常災害時の衛星携帯電話等の貸出 

災害発生 

関係機関等 

ＭＣＡ 

被災地 

貸出指示 

総務省 
東海総合通信局 

被災地へ運搬 

災害対策本部 

貸出要請 
 
 

備蓄基地 

① 

② 
③ 

河川の状況は？ 

氾濫してません。 

準備完了です。 

了解。 

衛星携帯電話 

東海総合通信局 

  地方公共団体及び災害復旧関係者に対して、携帯型の移動通信機器（衛星携帯電話、簡易無線、ＭＣＡ無線）の貸
出制度があります。 
  また、地方公共団体又は電気通信事業者、放送事業者等に対して、移動電源車の貸出制度があります。 

移動通信
機器の 

貸出制度 

移動電源
車の 

貸出制度 

7 



（２） １ 公共的な防災拠点等におけるWi-Fi環境整備の促進 

 事業採算上等の問題により整備が困難な公共的な防災拠点等において、地方公共団体等がＷｉ－Ｆｉ環境の整備を
行う場合に、その事業費の一部を補助するものです。 
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（２） ２ ＦＭ補完放送局の導入 

※国民生活に密着した情報や災害時における  生命・財産の確保に必要な情報の提供を確保するため、ラジオの
難聴解消のための中継局の整備費用の一部を補助 

 平時や災害時において、国民に対する放送による迅速かつ適切な情報提供手段を確保するため、難視聴解消のため
の中継局整備を行うことによって電波の適正な利用を図るものです。 
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（２） ３ 臨時災害ＦＭ放送局の周知 

【臨機の措置】 
重要通信の疎通の確保を図るため、無線局の開設、周波数等の指定変更、無線設備の設置場所等の変更を行う
必要がある場合において、緊急やむを得ないと認められるものについて、口頭等により許認可を行う特例措置。 

 地震・風水害等により甚大な被害に遭われた市町村等からの申請により、遭難情報、道路状況、交通情報、停電情報
等の生活関連情報を提供する臨時災害FM放送局が臨機の措置により免許される制度について、機会を捉え周知を
行っています。 

東海総合通信局 
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（２） ４ Ｌアラートの運用強化 

 Ｌアラートは、防災関係機関等が発信する災害情報を効率的に集約・共用し、住民に対し、テレビ、ラジオなど
の多様な手段で一括配信するシステムです。 
  東海総合通信局では、「東海地域 Ｌアラート推進連絡会」と連携して利用拡大を推進しています。 
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市町村  
災害時の避難勧告・指
示、お知らせ等 

情報発信 

都道府県 

防災情報・ 
お知らせ等 

標準 
フォーマット 収集・配信 

情報伝達 

ネット事業者 

システム接続 

※ インターネット等での  
データ交換に用いら
れる標準言語（ＸＭＬ）
を使用 

メインサーバ 

ラジオ事業者 

読み上げ   情報閲覧 

テレビ事業者    

システム接続 

情報閲覧・入力 
ラジオ 

デジタルＴＶ 

○月○日、
××町で災害
対策本部が設
置・・・・・・ 

携帯電話 
・スマートフォン 
緊急速報メール 

（エリア内全員にプッシュ配

信） 

防災アプリの活用 
（アプリ利用者にプッシュ配

信） 

緊急放送 
（音声で伝達） 

ウェブ配信 
（テキストで表示） 

インターネット等 

データ放送 など 
（テキストで表示） 

中央省庁等 
 ・Ｊアラート情報（消防庁） 

・気象情報（気象庁） 

ライフライン等 
通信、電気、ガス等 

新たなサービス事業者 
（サイネージ、カーナビ等） 

携帯電話事業者 

システム接続 

防災情報システム 

  

※一般財団法人マルチメディア振興センターが平成２３年６月より運営 
※総合防災情報システム（内閣府）とも接続予定 

ケーブ
ル地上

波 

バックアップ 
サーバ 

地域住民 



（２） ５ 防災行政無線の導入 

 東海総合通信局では、防災行政無線のデジタル化の推進を図るため、地方公共団体へ様々な機会をとらえて働き
かけを行っています。 
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国土地理院中部地方測量部



地理院地図活用の促進

〇地理院地図を活用した防災拠点等の情報や災害時の情報における情報共有手法の検討

 防災訓練等で実施、関係機関との情報共有、防災拠点情報の重ね合わせ図作成

 地理院地図による情報共有の活用事例

【主な機能】
• UTMグリッド表示
• 標高値の確認
• 作図と作図情報の保存・読込
• 距離・面積の計測
• 共有ファイル作成

etc...

 活用状況の把握、防災拠点や災害時情報の共有化に向けた要望及び課題の抽出

 地理院地図活用促進に関するアンケート調査

 関係行政機関による地理院地図を活用した情報共有ロールプレイングを実施するな
ど、情報共有手法（地理院地図による連携方法）の検討

 情報共有ロールプレイングの実施

【地理院地図に収録している情報】
• 地図・空中写真
• 基準点・測地観測
• 他機関の情報 etc...

■地理院地図活用の促進における概要

標高データ

地図

共
有
情
報

背
景
情
報
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地理院地図活用の促進

■検討経緯

 参加機関：戦略会議構成員の機関 ４３機関 112人

情報共有手法の検証

平
成
27
年
度

平
成
29
年
度
以
降

防災拠点等に関する情報や災害時の情報の共有化に向けた課題の抽出
情報共有手法・ルールの検討

活⽤事例：関係機関相互及び組織内の情報共有
 UTM座標を⽤いた位置情報共有
 災害・拠点情報をKMLファイル化しメール配信により地理院地図上で情報共有
 愛知県警察本部、陸上⾃衛隊第10師団、中部地⽅整備局、迅速な応急対策・早期復旧に向けた

物流ネットワークの構築WG

地理院地図活⽤促進に関するアンケート調査
 防災に関する地理院地図利⽤実態
 情報共有化を進める上で必要な事項
 平常時・災害時に地図上で共有したい・してほしい情報

平
成
28
年
度
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地理院地図活用の促進

■地理院地図による情報共有の活用事例

4

DiMAPSに各種情報を重ね合せて共有
中部地⽅整備局

防災拠点情報の重ね合わせ図作成
迅速な応急対策、早期復旧に向けた物流ネッ
トワークの構築WG

（陸上⾃衛隊第10師団資料より）（愛知県警察本部資料より）

（迅速な応急対策、早期復旧に向けた物流ネットワークの構築WG）

防災訓練で実施・関係機関との情報共有
愛知県警察本部、陸上⾃衛隊第10師団



地理院地図活用の促進

■地理院地図活用促進に関するアンケート調査の結果

防災に関する地理院地図の利⽤実態

情報の共有化を進める上で必要な事項

概 要

平常時・災害時に地図上で共有したい・共有し
てほしい情報

平常時
①活動拠点：避難所、輸送拠点、廃棄物処理施設
②輸送経路：緊急輸送経路
③災害予測：ハザードマップ
④その他：送電線及び鉄塔の⾼さ、空き地等

災害時
①災害情報：⼟砂災害、津波等の浸⽔範囲、延焼範囲
②輸送経路：道路・港湾・ヘリポート等の被災及び啓
開情報

③ライフライン： ガス・⽔道・電気・通信の停⽌地
域、交通機関の運⾏状況

④活動拠点：避難所、ガソリン等の給油所、医療機関

今後の検討課題
①地理院地図活⽤促進の取組み
・地理院地図活⽤の説明及び技術的⽀援

②共有情報の統⼀化
・種類及び項⽬
・情報ファイルの形式（kml,geoJSON,csv等）
・地図表⽰アイコン等

③情報共有強化の体制
・情報をとりまとめ、共有する体制の整備

利⽤機関：43％
機関(部署)別利⽤状況
・国：38％
・地⽅：75％
・ﾗｲﾌﾗｲﾝ：35％
・経済・報道：0％
回答数90機関(78％）
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①利用し

ている
43%

②利用し

ていない
55%

③NA
2%

79

48

35

35

37

38

21

24
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

①共有する情報の種類と項目

②共有する情報のファイルフォーマット

③情報共有フローとタイムライン

④通信網停止時の対応方針（接続制限機関へ

の対応含む）

⑤地図表示アイコン等の凡例

⑥地理院地図の操作方法など技術的支援

⑦個人・プライバシーの取り扱い

⑧共有することが難しい防災上有益な情報の取

り扱い

⑨その他

回答数
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